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1.はじめに 

 本研究は､日本企業の研究開発､製品開発から

市場における製品のパフォーマンスに至る総合

的なデータを蓄積し､その変化の動向を把握する

ことを目的としている｡このため､2006 年度から､

企業向けの 2 つのアンケート調査｢研究開発に関

する調査｣｢製品開発に関する調査｣を継続してき

た｡本報告では 2021 年度に実施した｢研究開発に

関する調査｣の結果を紹介する｡ 

 この調査については 2017 年までの結果を用い

て､回答バイアスがないこと､主観的データと客

観的データに有意な相関があること､主観的デー

タで測定された因子が安定性していることを確

認した[1]｡これを踏まえて筆者が開発したオー

プン･イノベーション(OI)の成果の規定要因に関

する仮説を検証した[2]｡ 
本報告の目的は､その後､収集した2021年までの

データを用いて､(1)各項目のトレンド検定を行

い､研究開発の変化動向を把握すること､(2)OI や

研究開発の成果についての規定要因を明らかに

することである｡ 

 

2.データ 

用いるデータについて概説する｡調査方法やト

レンド検定の結果については別稿[3]を参照され

たい｡ 

2.1.調査項目 

調査は､下記のような項目から成っている｡

様々項目を設定したが､例えば OI に関しては､客

観的な指標を設定することが困難であるため､例

えば「外部技術の導入によって､研究開発のスピ

ードが向上した｡」といった項目に対して｢非常に

そうである｣｢そうである｣｢どちらともいえない｣

｢そうではない｣｢まったくそうではない｣のよう

なリッカー度尺度で回答してもらった｡ 

 

・自社についての設問 

 Q1 業種 

 Q17−Q18 企業全体としての他社と比べた強み

および組織文化など 

・自社をとりまく環境についての設問 

 Q3 製品や市場の特徴 

 Q4 ユーザー企業､消費者の特徴 

・研究開発についての設問 

 Q2､Q5−Q10 研究開発の現状 

 Q11−Q13 研究開発における外部連携､オープ

ン・イノベーション 

・Q14−Q16 海外における R&D 

2.2.調査方法 

 調査対象は日本の上場製造業であり1､ダイヤモ

ンド社会社職員録より､研究開発担当部署（研究

所などを含む）がある企業を抽出し､その部署の

部長以上の役職者を選んで調査票を郵送してき

た｡2021年に関しては調査票とあわせて､Webでの

回答も可能とした｡ 

2007 年度から 2014 年度までは毎年､その後はも

う一つの｢製品開発に関する調査｣と交互に隔年

で実施してきた[4]｡年度によって異なるが､上場

企業には概ね500票程度を送付し､120社程度に回

答頂いている｡例えば 2021年度は上場 284社に送

付し､74 社に回答頂いた（回答率 26.1%｡）｡計 12

回で計 527 社､1321票を回収した[3]｡ 
 

3.変化の検出 

3.1 トレンド検定の方法 

調査年による業種や回答者の職位などによる

影響を除去するために次のように分析した｡5 段

階尺度や実施したプロジェクト数などのメトリ

ックな変数zitについては､回帰分析で線形トレン

ドモデルと回答年度ダミー変数モデルを推定し

た｡ただし iは回答企業､tは回答年度､jは選択肢

の項目番号を表す｡ 

AIC によって二つのモデルの適合度を比較し､

線形トレンドモデルの方が適合度が高く､回答年

度の係数δが0という仮説が少なくとも10％水準

で棄却された場合に､15 年間で増加もしくは減少

のトレンドがあると判定した2。なお､あてはまる

項目を選ぶ 0/1 変数については､二項ロジット回

帰分析によって同様に判定した｡ 

(線形トレンドモデル)  

zit=切片+Σαj業種ダミーijt 

+Σβj回答者の所属部署ダミーijt 

 
1 2017 年度からは非上場企業も加えたが本報告では上場

企業の結果をまとめる｡ 
2 線形ではなく曲線を仮定することも可能だが､細かい変

化を示唆する理論もないため､年度とともに減少もしく

は増加するという線形トレンドモデルおよび､関数形を

規定しない回答年度ダミー変数モデルを推定した。 



+Σγj回答者の職位ダミーit 

+δ回答年度 it 

(回答年度ダミーモデル)  

 上式のδ回答年度 it を回答年度ダミー(Σjη

jdyear itj)としたモデル｡  

 

3.2 トレンド検定の結果:研究開発の動向 

本調査で時系列で比較可能なのは323項目だが､

このようにして検定した結果､少なくとも 10％水

準で有意となったのは 60 項目である(表 1)。12

回とも回答した企業はなく､回答企業は入れ替わ

っているが､安定した結果が得られていることは､

単純集計に示すような傾向が日本企業に共通す

る傾向であることを示唆している。 

線形トレンドが検出された項目から､以下の動

向が読み取れる｡ 

・研究開発の高度化 

「研究開発には多大な費用が必要である。」「研

究から実用化までには長い時間がかかる。」「その

分野で大学での研究は極めて重要である。」は年

と共に増加傾向にある。研究開発のコスト増､長

期化にともない､外部資源としての大学の重要性

が増している。 

・研究開発のインセンティブの変化 

「14. 売上などに連動した職務発明への報酬

制度」が低下する一方で､「12. リサーチフェロ

ーなど研究者の地位優遇制度」が増加している。

金銭よりも地位や仕事で報いるという日本型の

報酬システム[5]が見直されているのかもしれな

い。 

・海外での R&Dの自律化と成果向上 

海外での R&Dを行っている企業は全体の 2割程

度であるが､｢中国｣｢台湾｣「東南アジア」などで

の R&D実施割合が増加している。海外 R&Dについ

ての詳細な設問は 2021 年度は設定しなかったた

め､前回までのトレンドだが「拠点間で知識や情

報が共有されている。」のように拠点間での分担

と連携が進み､「現地での新製品開発」「研究開発」

など海外での研究開発も活発する傾向にある。 

・技術や品質の強化の一方での開発スピードの低

下 

「他社と比べると顧客満足度は高い。」「他社と

比べてシェアは高い。」など自社の地位について

の評価が上昇している。一方で､「技術環境が変

化したとき､柔軟に適応できる。」という､技術変

化や製品の投入スピードへの評価が低下傾向に

ある。 

・ユーザーへの評価､対応の低下 

｢対面でのユーザー間での交流が活発である｡｣

「ユーザーからの新しい技術､製品についての提

案が多い。」への評価が低下しておりユーザーに

よる活動の低下傾向が見られる｡これは「ユーザ

ーがカスタマイズすることが容易な製品であ

る。」「ユーザーが開発したり､カスタマイズする

ための情報やツールは簡単に入手できる。」など

ユーザーによる開発が困難になっていることを

反映している可能性がある｡ 

・研究開発のオープン化の停滞 

基礎研究､応用研究で｢4 外部と連携して行って

いる｡｣が増加傾向にある他､外部連携の相手とし

て「10. 技術を持った企業を M&A する。」｢(応用

研究)5 外部の成果を購入､獲得する｡｣は､増加傾

向にあり､日本企業でも技術を獲得するために

M&A が行われるようになってきたことがわかる。

ただし､「4. 大学や研究機関への研究員の派遣」

「10. 顧客､ユーザーを招いた社内技術報告会／

展覧会の開催」､さらに「研究者､技術者が営業担

当者や顧客と会うことがある。」など外部との交

流活動が低下している。OI に関しては､外部組織

との協調､調整が重要だが｢外部の個人､組織との

共同研究や委託研究で問題が生じないように調

整する能力が高い｡｣は低下トレンドがあり､

inbound OI 成果に関する 3項目の平均値は 2.8程

度と中立点の3を下回ったままでトレンド変化は

なかった｡一方､inbound OI成果指標の一つである

｢自社の特許などのライセンス収入が増加した｣

については低下トレンドが検出された｡ 

 

4.オープン･イノベーションおよび R&Dの成果の

規定要因 

4.1.理論 

オープン･イノベーションが実務および研究上

も注目されている[6, 7]｡オープン･イノベーショ

ンには外部の技術を導入する inboundオープン･

イノベーション(以下 inbound OI)と､自社の技術

を外部に提供するoutboundオープン･イノベーシ

ョン(以下､outbound OI)の２種類がある[8]。筆

者は inbound OI と outbound OI の成果を規定す

る要因についての理論的枠組みを提案した(図 1)｡

これは取引費用論[9, 10]､ 企業の資源･能力理論

[11, 12]､信頼理論 [13]に基づいて設定したもの

である[14-17]｡ 
 ここでは､それらを､(1) これまでの筆者の研

究で重要であることが示されている｢技術の外部

探索･提供のための窓口｣､(2)取引費用に影響を

与える｢環境要因｣､ (3) 企業の資源･能力理論に

関連する｢能力･組織要因｣､ (4) 信頼理論に関連

する｢関係要因｣､ (5) ｢戦略要因｣､ (6) ｢R&D プ

ロセス要因｣､ (7) ｢外部連携の相手｣に分類し

た｡ 

 それぞれの中には､さらに変数が含まれている

([1]の附表 1 参照)｡なお､紙幅の制約のため仮説



や結果については概要を紹介する｡詳細は[16, 
18]を参照のこと｡ 

 
図 1 理論の枠組み[1] 

  

4.2.分析方法 

 前稿[1]では 2017 年までのデータを用いて､OI

成果の規定要因について検定した｡本報告では､

2021 年までのデータを用いて分析する｡ 

複数年の回答であることから､パネルデータと

して推定した｡本来ならば同時推定すべきだが､

変数も多く複雑なモデルとなり､推定結果が安定

しないため､Inbound OI 成果､Outbound OI 成果､

R&D 成果別に推定した｡それぞれ､固定効果モデル､

ランダム効果モデルを推定し､ハウスマン=ワイ

ズ検定によってモデルを選択した(表 2)｡なお､係

数の有意水準が 2017 年までのデータを用いた分

析よりも高くなった項目については↑､低下した

項目には↓をつけた｡ 

 

4.3.分析結果 

 前回[1]同様､｢Inbound OI 成果｣｢Outbound OI

成果｣については､ランダム効果モデル､R&D の成

果については､パラメータの多い固定効果モデル

が選択された｡R&D の成果は､企業による差異が大

きいためだと考えられる｡ 

･オープン･イノベーションの中心ルート 

 ｢OI 窓口｣は｢Inbound OI 成果｣｢Outbound OI 成

果｣に正で有意である｡｢Inbound OI 成果｣は｢R&D

成果｣に正で有意であり､OI の成果を高めるため

には､OI のための外部技術探索･提供制度が重要

であること､また OIが R&D全体の成果も高めるこ

とがわかる｡ 

･環境要因 

 ｢(需要や技術を巡る)競争｣は｢Inbound OI成果｣

に､｢技術変化｣は｢Outbound OI 成果｣に対して､そ

れぞれ正で有意である｡Inbound OIは市場の状況､

Outbound OI は技術の状況によって影響されてい

る｡なお､｢市場(需要)変化｣については 2017 年ま

での分析では正で有意であったが､今回の分析で

は有意とはならなかった｡需要変化についての項

目はトレンド検定では有意とならなかったが､ユ

ーザー関連の項目は低下していたことを反映し

ている可能性がある｡ 

 

･能力･組織要因 

 ｢吸収能力｣｢技術能力｣とも｢Inbound OI 成果｣

｢Outbound OI成果｣に対して正で有意であり､能力

が高いことが OI 成果の改善に必要であることが

わかる｡｢技術能力｣は前回よりも有意水準が高く

なっている｡トレンド検定では研究開発の高度化

が進んでいることが示された｡Inbound OI の成果

を挙げるためにも高い技術能力が重要化してい

ると考えられる｡｢リスク志向｣は､｢Inbound OI 成

果｣に対して正で有意である｡新しい試みを行う

には､一定のリスクをとる姿勢が重要となってい

る｡ 

 様々な活動を企業の内部で行うか､市場を活用

するかという｢企業の境界｣の規定要因について

は､取引費用を重視する立場[10] [9]､企業の資源

や能力を重視する立場[11, 12]がある｡ここでの

結果は､これらの両者が重要であることを示して

いる｡ 

 

･関係要因 

 Chesbrough [6, 7]の OI は､技術媒介企業の利

用など､外部知識の市場からの調達が強調されて

いるように思われる｡｢(自社への)信頼 ｣も

｢inbound OI 成果｣に正で有意となっている｡これ

は､社会的関係によって埋め込まれていることに

よって､市場による自由な取引で生じうる機会主

義的な行動が抑制され､取引がより長期的･効率

的に行えるという論点[13]を支持するものであ

る｡ 

 

･共同研究の相手 

 ｢Inbound OI 成果｣については､｢国内の大学｣と

いった共同研究だけでなく､｢特許､ライセンス購

入｣といった市場での調達も正で有意な影響を与

えている｡｢国内の大学｣については有意水準が高

くなった｡ 

 ｢Outbound OI成果｣については､｢同業他社｣だけ

でなく､｢子会社｣が正で有意となっている｡後者

に関しては､オープンというよりは｢半オープン･

イノベーション(semi-OI)｣な関係であるといえ

よう[18]｡なお､子会社については､今回は inboud 

OI についても有意となった｡トレンド検定では外

部との協調などへの評価が低下していた｡子会社

との semi-OI がそれへの対策なのかも知れない｡ 

 

5.まとめ 

 本研究では筆者の行ってきた研究開発に関す

る調査項目にトレンド分析を行い､日本企業の研

環境要因

関係要因

Inbound OI成果 R&D全体の成果

戦略要因 

能力･組織要因

OI(外部技術獲得･提供)窓口

Outbound OI成果

連携相手

R&D プロセス要因 



究開発の動向を把握した｡さらに､Inbound OI､

Outbound OI 成果の規定要因について提案した理

論的枠組みを検定した｡ 

 この結果､｢オープン･イノベーションのための

外部技術探索 ･提供 ｣の整備が Inbound OI ､

outbound OI成果に影響を与えることがわかった｡

ただし､この制度の制度は未発達な企業が多い｡ 

 理論的には､取引費用論に基づく変数､能力･組

織要因に関する変数ともに有意となった｡ 

Chesbrough[6, 7]は OI が重要化した要因として､

技術変化や人材の流動化など｢取引費用｣を重視

しているが､企業の能力も重要であるといえる｡

さらに､取引がより長期的･効率的に行えるとい

う信頼理論[13]も支持された｡ 

 理論的枠組を検定するためには､同時推定すべ

きだが､本研究では Inbound OI 成果､Outbound OI

成果､R&D 成果別に推定した｡モデルの簡略化など

行い､ダイナミックな仮説も含めた同時推定を行

いたい｡今後も調査は継続予定であり､日本企業

の研究開発やオープン･イノベーションの長期の

動向を把握する予定である｡ 
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表 1 トレンド検定の結果 

 
注)数値は平均値(5 段階尺度)もしくは回答率(○をつけた企業の割合)｡ 

 有意水準については､2007-2021 年の 15年間のデータを用いて推定したトレンド係数の検定結果｡ 

 +++(---):係数は正(負)で 1%水準で有意  ++(--):5%水準で正(負)で有意  +(-):10%水準で正(負)で

有意  

 



 

表 2 Inbound､ outboundオープン･イノベーションの成果の規定要因の実証結果 

 
注) いずれも n = 527 社､ 回答回数 T = 1-9回､ サンプルサイズ N = 1321 のパネルデータ 

有意水準:***:1%水準で有意  **:5%水準で有意  *:10%水準で有意 

(前回からの)変化:↑(↓):2017 年までのデータを用いた分析と比べて､係数の有意水準が高く(低く)

なった項目｡ 


